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「健康保険法施行令等の一部を改正する政令」及び
「健康保険法施行規則等の一部を改正する省令」等 

（平成１９年４月１日施行）の概要 
 
～７０歳未満の者の入院等に係る高額療養費の現物給付化等関連～ 

（日本医師会保険医療課） 

第１ 改正等の趣旨及び主な内容 

   70歳未満の被保険者に係る高額療養費の支給において，あらかじめ保険者の認定を

受けた被保険者については現行の70歳以上の被保険者と同様に現物給付化（高額療養

費を保険者から保険医療機関等に支払う）された。（改正政令第１条関係 等） 

 

  （１）現物給付化の対象となる療養 

     入院療養又は入院療養以外の療養であって一の保険医療機関等による総合的か

つ計画的な医学的管理の下における療養として厚生労働大臣が定めるもの（注）（以

下「入院療養等」という。）を受けた場合（改正後健康保険法施行令第43条第１項

第１号 等） 

 

    （注）「入院療養以外の療養であって一の保険医療機関等による総合的かつ計画的

な医学的管理の下における療養として厚生労働大臣が定めるもの」は以下の

とおり（現行の70歳以上の場合と同様） 

 

     ○健康保険法施行令第43条第１項第１号及び第３号の規定に基づき厚生労働大

臣が定める療養（平成14年９月５日厚生労働省告示第292号） 

（平成19年２月28日厚生労働省告示第28号により題名改正） 

      １ 診療報酬の算定方法（平成18年厚生労働省告示第92号）別表第１第２章

第２部第１節区分Ｃ００２に掲げる在宅時医学総合管理料が算定されるべ

き療養 

      ２ 診療報酬の算定方法別表第１第２章第２部第１節区分Ｃ００３に掲げる

在宅末期医療総合診療料が算定されるべき療養 

      ３ 前２号に掲げる療養を受ける被保険者又はその被扶養者が，当該療養を

受ける月と同一の月において，当該療養を行う保険医療機関等から受ける

外来療養（健康保険法（大正11年法律第70号）第63条第１項第１号から第

４号までに掲げる療養（同項第５号に掲げる療養に伴うものを除く。）をい

う。） 
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〔以下について同様〕 

     ○船員保険法施行令第11条第１項第１号及び第３号の規定に基づき厚生労働大

臣の定める療養（平成14年９月５日厚生労働省告示第296号） 

（平成19年２月28日厚生労働省告示第31号により題名改正） 

     ○国民健康保険法施行令第29条の４第１項第１号及び第３号の規定に基づき厚

生労働大臣が定める療養（平成14年９月５日厚生労働省告示第295号） 

（平成19年２月28日厚生労働省告示第32号により題名改正） 

 

（２）70 歳未満の患者に係る１か月当たりの自己負担限度額（改正後健康保険法施行

令第 43 条第１項 等） ※高額療養費算定基準額は従来どおり 

 １か月当たりの自己負担限度額 

上位所得者 

150,000 円 

＋（医療費 － 500,000 円）×１％ 

＜83,400 円＞ 

一   般 

80,100 円 

＋（医療費 － 267,000 円）×１％ 

＜44,400 円＞ 

低所得者 

（住民税非課税） 

35,400 円 

＜24,600 円＞ 

（注）＜ ＞内の金額は，多数回該当（過去 12 か月に３回以上高額療養費の支給 

を受け４回目以降の支給に該当）の場合。 

 

第２ 改正等の具体的内容 

 １ 健康保険法施行規則の一部改正（改正省令第１条関係）等 

  （１） 70歳未満の者の入院療養等に係る高額療養費の現物給付化関係（第103条の２

及び第105条関係） 

１）70歳未満の上位所得者及び一般所得者について（第103条の２） 

① 認定を受けようとする被保険者は，保険者に対し高額療養費算定基準額に

係る所得区分の認定申請を行う。 

② 保険者は申請に基づき認定を行い，「限度額適用認定証」（様式第13号の

２）を交付する（有効期限の記載あり）。 

 

○様式第13号の２の限度額適用認定証の「適用区分」欄の記載について 

健康保険法施行令第42条第１項第２号に掲げる者（上位所得者）：「Ａ」 

健康保険法施行令第42条第１項第１号に掲げる者（一般所得者）：「Ｂ」 
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     ③ 認定を受けた者は，保険医療機関等から療養（令第43条第１項第１号に掲

げる入院療養等に限る。前掲第１の（１）参照）を受けようとするときは，

被保険者証に添えて，限度額適用認定証を当該保険医療機関等に提出する。

ただし，やむを得ない理由があるときは，この限りでない。 

       保険医療機関等に限度額適用認定証が提出されなかった場合には，高額療

養費の現物給付の対象とならず，被保険者等は一旦，当該保険医療機関等に

一部負担金等を支払い，保険者に高額療養費の支給申請を行う。 

 

２）70歳未満の低所得者について（第105条） 

※現行の70歳以上の低所得者に係る手続きと共通のものとする 

① 認定を受けようとする被保険者は，保険者に対し高額療養費算定基準額に

係る所得区分の認定申請を行う。 

② 保険者は申請に基づき認定を行い，「限度額適用・標準負担額減額認定証」

（様式第14号）を交付する（有効期限の記載あり）。※従前からある様式を使

用 

平成19年３月31日までに現行の「健康保険標準負担額減額認定証」（様式第

11号）の交付を受けている場合は，平成19年７月31日までの間，当該認定証

を改正後の様式第14号「限度額適用・標準負担額減額認定証」とみなす。（改

正省令附則第２条第２項） 

なお，「健康保険標準負担額減額認定証」（様式第11号）は今回の改正によ

り削除され，平成19年４月１日以降は「限度額適用・標準負担額減額認定証」

（様式第14号）に一本化される。 

 

○様式第14号による限度額適用・標準負担額減額認定証の適用区分欄について 

健康保険法施行令第42条第１項第３号に掲げる者 

（70歳未満の低所得者（住民税非課税））：「Ｃ」 

健康保険法施行令第42条第２項第４号に掲げる者 ※従前どおり 

（70歳以上の低所得者（住民税非課税）で年金収入80万円以下等）：「Ⅰ」 

健康保険法施行令第42条第２項第３号に掲げる者 ※従前どおり 

（70歳以上の低所得者（住民税非課税）で「Ⅰ」以外の者）：「Ⅱ」 

 

     ③ 認定を受けた者は，保険医療機関等から療養（令第43条第１項第１号に掲

げる入院医療等に限る。前掲第１の（１）参照）を受けようとするときは，

被保険者証に添えて，限度額適用・標準負担額減額認定証を当該保険医療機

関等に提出する。ただし，やむを得ない理由があるときは，この限りでない。 

       保険医療機関等に限度額適用・標準負担額減額認定証が提出されなかった
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場合には，高額療養費の現物給付の対象とならず，被保険者等は一旦，当該

保険医療機関等に一部負担金等を支払い，保険者に高額療養費の支給申請を

行う。 

 

３）その他高額療養費の現物給付における留意事項 

 ①高額療養費の現物給付における多数回該当の取扱い 

   多数回該当の場合，保険医療機関等においては，入院療養等を受けている

被保険者等の入院期間が３か月を超えている場合など，当該保険医療機関等

において当該被保険者等が多数回該当に該当していることが確認できた場合

に限り対応する。 

   被保険者等の転院などに伴い，当該保険医療機関等において当該被保険者

等が多数回該当に該当していることが確認できない場合等は，別途被保険者

からの高額療養費の支給申請に基づき，保険者が対応する。 

 ②高額療養費の現物給付における世帯合算の取扱い 

   同一月内に，複数の保険医療機関等から高額療養費の現物給付を受けた場

合や複数の者について高額療養費の現物給付を受けた場合など，世帯合算に

係る調整は，別途被保険者からの高額療養費の申請に基づき，保険者が対応

する。 

 

 ２ 船員保険法施行規則の一部改正（改正省令第２条関係） 

（１） 70歳未満の者の入院等に係る高額療養費の現物給付化関係（第47条ノ２ノ６

及び第47条ノ２ノ８関係） 

上記１（１）に準じた改正。 

 

３ 国民健康保険法施行規則の一部改正（改正省令第４条関係） 

（１） 70歳未満の者の入院等に係る高額療養費の現物給付化関係（第27条の14の２

関係） 

１） 認定を受けようとする被保険者の属する世帯の世帯主又は組合員は，保険

者に対し高額療養費算定基準額に係る所得区分の認定申請を行う。 

２） 保険者は申請に基づき認定する。市町村国民健康保険においては，世帯主

が保険料を滞納していない旨を確認できたときに認定を行う。ただし，保険

料の滞納につき特別な事情がある場合又はその他保険者が適当と認める場合

は，認定を行う。 

３） 保険者は申請に基づき認定を行った場合，「限度額適用認定証」（様式第１

号の８）を交付する（有効期限の記載あり）。 

ただし，当該被保険者が減額認定証（様式第１号の６）の交付を受けてお
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り，保険者が当該減額認定証に限度額適用認定証を兼ねる旨を明記した場合

は，当該減額認定証が限度額適用認定証を兼ねる。 

（※国保においては健保・船員とは異なり，今後も「減額認定証」（様式第

１号の６）が存続する。なお，すでに交付を受けている「減額認定証」（様式

第１号の６）を「限度額適用認定証」（様式第１号の８）とみなす措置はない。） 

 

○様式第１号の８の限度額適用認定証の「適用区分」欄の記載について 

国民健康保険法施行令第29条の３第１項第２号に掲げる者（上位所得者）：「Ａ」 

国民健康保険法施行令第29条の３第１項第１号に掲げる者（一般所得者）：「Ｂ」 

国民健康保険法施行令第29条の３第１項第３号に掲げる者 

（70歳未満の低所得者（住民税非課税））：「Ｃ」 

 

４） 認定を受けた者は，保険医療機関から療養（令第29条の４第１項第１号に

掲げる入院療養等に限る。前掲第１の（１）参照）を受けようとするときは，

被保険者証に添えて，限度額適用認定証を当該保険医療機関に提出する。 

   保険医療機関に限度額適用認定証が提出されなかった場合には，高額療養

費の現物給付の対象とならず，被保険者等は一旦，当該保険医療機関に一部

負担金等を支払い，保険者に高額療養費の支給申請を行う。 

５） 高額療養費の現物給付における多数回該当及び世帯合算の取扱いは，上記

１（１）３）と同様。 

 

（２） 地方公共団体が単独で実施する医療費助成事業（以下「地方単独事業」とい

う。）に関する医療の給付に係る高額療養費の算定基準等に関する規定の整備関

係（第27条の12第11号，第27条の15第１項第８号及び第２項第５号関係） 

１） 現在，以下の規定において，地方単独事業に関する医療の給付にあっては，

公費負担医療と同様に扱うこととされている。（今改正前の国民健康保険法

施行規則においては，改正前の27条の12第11号等により健康保険法施行規則

の規定を準用している。） 

 

・ 「健康保険法施行規則第98条第11号及び船員保険法施行規則第47条第10

号の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療に関する給付」 

（一部改正：平成18年３月30日 厚生労働省告示第180号） 

・ 「健康保険法施行規則第106条第８号及び第107条第10号並びに船員保険

法施行規則第47条ノ２ノ８第７号及び第47条ノ２ノ９第９号の規定に基

づき厚生労働大臣が定める医療に関する給付」 

（一部改正：平成18年３月30日 厚生労働省告示第181号） 
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・ 「健康保険法施行規則第108条第７号及び船員保険法施行規則第47条ノ３

第７号の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療に関する給付」 

（一部改正：平成18年３月30日 厚生労働省告示第182号） 

 

公費負担医療に関する医療の給付に係る高額療養費の算定基準額の取扱い

は，国民健康保険法施行令第29条の３第５項各号に定める額とされているた

め，一律一般並みの所得区分で算定されることとなるが，国民健康保険にお

いては，公費負担医療における取扱いとは異なり所得区分に応じた取扱いと

していた平成18年３月以前と同様の取扱いとする。なお，平成18年度につい

ても，平成18年３月以前と同様の取扱いとして差し支えない。（国民健康保

険以外は変更なし。） 

※ 低所得者の場合における公費事業者（都道府県等）の負担軽減 

 

〔国民健康保険における70歳未満被保険者（低所得者）と公費負担医療 

（自己負担25,000円の場合）に係る高額療養費の例〕 

        ～平成18年３月    平成18年４月～   平成19年４月～ 

 

  公費負担医療 

 

 

高額療養費 

 

 

 

保険者負担分 

 

 

 

 

 

 

    ２） １）の改正に伴い，以下のとおり関係告示の改正等を行う。 

① 国民健康保険法施行規則第５条の５第12号及び第27条の12第11号の規定

に基づき厚生労働大臣が定める医療に関する給付 

（平成18年５月29日厚生労働省告示第374号） 

（平成19年２月28日厚生労働省告示第33号により題名改正） 

自己負担 
（25,000 円） 

 
35,400 円 

 

 
 

７割 
 

７割 
 

自己負担 
（25,000 円） 

 
80,100 円＋1%

自己負担 
（25,000 円） 

 
35,400 円 

 
７割 

 



 
－7－

② 国民健康保険法施行規則第27条の15第１項第８号の規定に基づき厚生労

働大臣が定める医療に関する給付（平成19年２月28日厚生労働省告示第34

号）の制定 

③ 国民健康保険法施行規則第27条の15第２項第５号の規定に基づき厚生労

働大臣が定める医療に関する給付（平成19年２月28日厚生労働省告示第35

号）の制定 

※健康保険法施行規則の規定を準用せずに，国民健康保険法施行規則におい

て規定することとした。 

 

４ 老人保健法施行規則の一部改正（改正省令第５条関係） 

上記３（２）に準じた改正。 

 

第３ 施行日 

   平成19年４月１日 

 

 





























































































平成１９年４月１日から、事前の申請により
７０歳未満の方についても入院等に係る窓口
での支払が一定の限度額にとどめられます。

１． 平成１９年４月１日から、７０歳未満の方（※１）が医療機関に入院したとき等（入院の

他一部在宅医療）の高額療養費の支給方法が変わります。窓口負担が月単位で

一定の限度額（※２）にとどめられ、窓口で多額の現金を支払う必要がなくなります。

２． この取扱いを受けるためには、加入されている医療保険の保険者（※３）に事前の

申請を行い、保険者から発行される認定証（※４）を医療機関の窓口に提示していた

だく必要があります。上記の手続きを行わない場合は従来どおりです。

３． 事前の申請に必要な手続や転院した時の取扱い、さらに高額療養費の支給を受

けられる場合など、ご不明の点がありましたら、詳しくは加入されている医療保険

の保険者までお問い合わせください。

※１ ７０歳以上の方については、既に同様の取扱いが行われており、今回は変更はありません。
※２ 医療機関の窓口で支払う限度額は患者の方の所得区分に応じて異なります。なお、食事の負担額

や差額ベッド代などの費用は高額療養費の支給対象には含まれません。
※３ 健康保険組合、社会保険事務所（政府管掌健康保険）または市町村（国民健康保険）など
※４ 平成１９年３月末日までに「標準負担額減額認定証」の交付を受けている方（国民健康保険に加

入されている方を除く。）は、平成１９年７月末日まで、当該認定証を医療機関の窓口に提示する
ことにより同様の取扱いを受けることができます。

※５ 今回の見直しは、患者の方が医療機関に支払う入院等の費用の一部を保険者が代わりに支払うこ
ととするものであり、医療機関の収入が変わるものではありません。

平成１９年３月
厚生労働省・日本医師会・日本歯科医師会・日本薬剤師会

７０歳未満の方が入院したとき等の高額療養費の支給方法が変わります。７０歳未満の方が入院したとき等の高額療養費の支給方法が変わります。
（例：手術で入院し、医療費が約１００万円かかった場合）（例：手術で入院し、医療費が約１００万円かかった場合）

平成１９年３月末日まで

医療機関

保険者

７０歳未満の方

②高額療養費
の支給申請

③高額療養費
（約２１万円）
の支給

①医療費の３割
（約３０万円）

を支払

平成１９年４月１日以後

７０歳未満の方

③認定証を提示し、
一定の限度額
（約９万円）を支払

⑤高額療養費
（約２１万円）
等の支給
（※５）

④高額療養費
等の請求

保険者

①認定証
の申請

②認定証
の交付

医療機関




